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新庄市水道事業会計予算書





議案第１５号 

令和４年度 新庄市水道事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和４年度新庄市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1)  給水件数          １４，３３３件 

(2)  年間総給水量     ３，７２６，０００㎥ 

(3)  一日平均給水量       １０，２０８㎥ 

(4) 主要な事業

建設改良事業費   ５４９，７８８千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入     （単位：千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 １，０９５，８７４ 

第 １ 項   営 業 収 益           ９２４，２９９ 

  第 ２ 項   営 業 外 収 益           １７１，５７３ 

  第 ３ 項   特 別 利 益           ２ 

支  出     （単位：千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 １，０５５，１０１ 

第 １ 項   営 業 費 用           １，０２０，７２７ 

  第 ２ 項   営 業 外 費 用           ３１，３２２ 

  第 ３ 項 特 別 損 失 １，０５２ 

  第 ４ 項   予 備 費    ２，０００ 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額６４２，７６６千円は、当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額４８，５００千円、過年度損益勘定留保資金５９４，２６６千円で補填

するものとする。）。 
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収  入   （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 収 入        １４１，０３９ 

  第 １ 項   企 業 債 １ 

  第 ２ 項   負 担 金 ３８，９０９ 

第 ３ 項   補 助 金     ７１，３５０ 

第 ４ 項   出 資 金 ３０，７７８ 

第 ５ 項   固 定 資 産 売 却 代 金 １ 

支  出  （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 支 出        ７８３，８０５ 

  第 １ 項   建 設 改 良 費           ５４９，７８８ 

  第 ２ 項   企 業 債 償 還 金           ２３４，０１６ 

  第 ３ 項   国 庫 補 助 金 返 還 金 １ 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第５条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 営業費用と営業外費用との間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第６条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1)  職員給与費         ５２，５８６千円 

(2)  交 際 費             １０千円 

（他会計からの補助金） 

第７条 統合水道利子償還等のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、４，１６８千円

である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、８，６５０千円と定める。 
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予算に関する説明書





金　額

1.水道事業収益 1,095,874

1. 営 業 収 益 924,299

1. 給 水 収 益 902,550 1. 上 水 道 料 金 902,550

2. 受 託 工 事 収 益 1 3. 受託工事収益 1

3. その他の営業収益 21,748 4. 手 数 料 5,188

5. 延 滞 金 1

6.
下水道使用料
等事務負担金

16,384

7. 雑 収 益 8

28. 給水工事収益 167 路面復旧工事収益

2. 営業外収益 171,573

1. 受 取 利 息 16 8. 預 金 利 息 16

2. 他 会 計 補 助 金 4,168 12.
上 水 道
他会計補助金

4,168 統合水道利子償還外

3. 他 会 計 負 担 金 12,157 14. 他会計負担金 12,157 第二庁舎管理負担金

4. 雑 収 益 287 17.
不 用 品
売 却 収 益

200

18. その他雑収益 87

5. 加 入 金 8,525 15. 加 入 金 8,525

6. 長期前受金戻入 146,420 1.
長 期 前 受 金
戻 入

146,420
減価償却等に伴う補助
金等の収益化額

3. 特 別 利 益 2

1. 固定資産売却収益 1 19.
固 定 資 産
売 却 収 益

1

2. 過年度損益修正益 1 20.
過 年 度 損 益
修 正 益

1

令和４年度　新庄市水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

1.水道事業費用 1,055,101

1. 営 業 費 用 1,020,727

1. 原水及び浄水費 385,313 1. 給 料 4,796 職員１名分

2. 手 当 1,547 職員１名分

5. 法 定 福 利 費 2,162
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

6. 旅 費 6

9. 被 服 費 36

10. 備 消 品 費 165

11. 燃 料 費 102

12. 光 熱 水 費 1,384

14. 通 信 運 搬 費 1,248

16. 委 託 料 11,992 水質検査業務委託料外

17. 手 数 料 10

18. 賃 借 料 1,705 畑膜ろ過設備賃借料外

19. 修 繕 費 16,620
指野浄水場オアシスタ
ワー塗装修繕費外

22. 動 力 費 11,196

23. 薬 品 費 884
次亜塩素酸ナトリウム
代外

30. 保 険 料 1,855 機械設備損害補償金外

32. 受 水 費 328,861 最上広域水道受水費

44.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

744 職員１名分

2. 配水及び給水費 61,916 1. 給 料 5,727 職員２名分

2. 手 当 1,994 職員２名分

5. 法 定 福 利 費 2,512
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

支 出 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

6. 旅 費 6

9. 被 服 費 36

10. 備 消 品 費 416

11. 燃 料 費 407

13. 印 刷 製 本 費 495

14. 通 信 運 搬 費 885

16. 委 託 料 31,817 漏水調査業務委託料外

17. 手 数 料 22

18. 賃 借 料 356

19. 修 繕 費 13,495 漏水修繕外

21. 路 面 復 旧 費 1,500

24. 材 料 費 1,000

30. 保 険 料 360

33. 公 課 費 69 自動車重量税

44.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

819 職員２名分

3. 受 託 工 事 費 1 20. 工 事 請 負 費 1

4. 業務及び総係費 102,504 1. 給 料 10,931 職員３名分

2. 手 当 4,729 職員３名分

4. 報 酬 90
上下水道事業運営審議
会委員報酬

5. 法 定 福 利 費 5,121
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

6. 旅 費 288

9. 被 服 費 36

10. 備 消 品 費 1,173

（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分

－5－



金　額

11. 燃 料 費 1,794

12. 光 熱 水 費 477

13. 印 刷 製 本 費 1,124

14. 通 信 運 搬 費 2,166

16. 委 託 料 53,910
窓口・メーター検針業
務委託料外

17. 手 数 料 2,679 口座振替手数料外

18. 賃 借 料 6,419
水道電算システム賃借
料外

19. 修 繕 費 2,543 第二庁舎設備修繕費外

22. 動 力 費 4,473

26. 研 修 費 125

28. 厚 生 費 7

29. 会 費 負 担 金 317

30. 保 険 料 22

31.
負 担 金 及 び
分 担 金

652

35. 交 際 費 10

44.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,718 職員３名分

45.
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

1,700

5. 減 価 償 却 費 423,350 37.
上水道有形固定
資産減価償却費

423,350

6. 資 産 減 耗 費 47,643 41.
固 定 資 産
除 却 費

47,643

2. 営業外費用 31,322

1.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

21,321 46.
上 水 道
企 業 債 利 息

21,321 企業債利子償還金

2. 雑 支 出 1 54. その他雑支出 1

3.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,000 66.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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金　額

3. 特 別 損 失 1,052

1. 固定資産売却損 1 55.
固 定 資 産
売 却 損

1

2. 臨 時 損 失 1 56. 災害臨時損失 1

3. 過年度損益修正損 1,050 57.
過 年 度 損 益
修 正 損

1,050 不納欠損金外

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000 67. 予 備 費 2,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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金　額

1.資本的収入 141,039

1. 企 業 債 1

1. 企 業 債 1 22. 企 業 債 1

2. 負 担 金 38,909

1. 工 事 負 担 金 38,908 23. 工 事 負 担 金 38,908
五日町地区配水管布設
替工事負担金外

2. 他 会 計 負 担 金 1 24. 他会計負担金 1

3. 補 助 金 71,350

1. 国 庫 補 助 金 71,350 25. 国 庫 補 助 金 71,350
生活基盤施設耐震化等
補助金

4. 出 資 金 30,778

1. 出 資 金 30,778 27. 出 資 金 30,778 統合水道元金償還

5.
固 定 資 産
売 却 代 金

1

1. 固定資産売却代金 1 1. 土地売却代金 1

金　額

1.資本的支出 783,805

1. 建設改良費 549,788

1. 給配水設備工事費 543,288 1. 給 料 4,528 職員１名分

2. 手 当 2,274 職員１名分

5. 法 定 福 利 費 2,206
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

6. 旅 費 6

9. 被 服 費 36

　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　出　　      　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分

資本的収入及び支出

　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　入　　　　　   　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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金　額

10. 備 消 品 費 183

11. 燃 料 費 208

14. 通 信 運 搬 費 30

16. 委 託 料 30,107
金沢地区配水管推進工
事設計業務委託料外

19. 修 繕 費 5,001
第二庁舎設備更新修繕
費外

20. 工 事 請 負 費 497,931
本合海地区配水管橋梁
添架工事外

32.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

778 職員１名分

2. 固定資産購入費 6,500 61.
メ ー タ ー
購 入 費

6,500 メーター器出庫

2. 企業債償還金 234,016

1. 企 業 債 償 還 金 234,016 64.
上 水 道
企業債償還金

234,016 企業債元金償還金

3.
国 庫 補 助 金
返 還 金

1

1. 国庫補助金返還金 1 68.
国 庫 補 助 金
返 還 金

1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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（消費税抜　単位：千円）

賞与引当金の増減額（△は減少）

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

0

他会計からの出資による収入 30,778

　     　資金期末残高 833,808

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 203,238

　 　 　 資金増加額（又は減少額） △ 266,932
　     　資金期首残高 1,100,740

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 391,030

 　３　財務活動によるキャッシュ・フロー
△ 234,016

   ２　投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 501,288

国庫補助金による収入 71,350
工事負担金による収入 38,908

利息の支払額 △ 21,321
業務活動によるキャッシュ・フロー 327,336

預り金の増減額（△は増加） 0
小計 348,641
利息の受取額 16

未収金の増減額（△は増加） 439
未払金の増減額（△は減少） △ 9,871
たな卸資産の増減額（△は増加） △ 364

長期前受金戻入額 △ 146,420
受取利息 △ 16
支払利息 21,321

固定資産除却 47,643

    令和４年度　新庄市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 429
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

特別損失 0
特別利益

　 １　業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益 12,988
減価償却費 423,350
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１．総　　括 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

7 25,982 13,953 39,935

7(1) 1,857 27,626 16,155 45,638

(△1) △ 1,857 △ 1,644 △ 2,202 △ 5,703

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度 978 252 168 500 1,304 443 440

前年度 1,176 30 623 1,393 467 540

比　較 △ 198 252 138 △ 123 △ 89 △ 24 △ 100

ア．会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

7 25,982 13,953 39,935

7 27,626 15,919 43,545

△ 1,644 △ 1,966 △ 3,610

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度 978 252 168 500 1,304 443 440

前年度 1,176 30 623 1,343 467 540

比　較 △ 198 252 138 △ 123 △ 39 △ 24 △ 100

イ．会計年度任用職員 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

1 1,857 236 2,093

△ 1 △ 1,857 △ 236 △ 2,093

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度

前年度 50

比　較 △ 50

２．給料及び職員手当の増減額の明細
増減額
(千円)

平均昇給率
　　　

1.48%

本年度 　昇給期
　１月

　本年度
　前年度
　増減

※括弧書きは勤務時間が常勤職員よりも短い会計年度任用職員の数を外書きしたものである。

△ 676△ 1,382

5,0096,917

4,3335,535

12,651

14,210

本　年　度 12,651 52,586

前　年　度 13,852 57,397

期末
手当

勤勉
手当

区 分

本　年　度

前　年　度

比 較

制度改正に伴う増減分

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 △ 1,943 会計間の異動等による

その他の増減分 △ 2,063 会計間の異動等による

職員数の異動状況
7人

7(1)人
△1人

平均昇給間差額 昇給期別職員数
4,558円 職員数

法定福利費 合計

7人

備 考

給　　料 △ 1,644

給与改定に伴う増減分

手
当
の
内
訳

区　分 増減事由別内訳（千円)

区 分
職員数（人） 給与費

比 較

本　年　度

手
当
の
内
訳

給　与　費　明　細　書

職員数（人） 給与費

説明

法定福利費

△ 1,559

合計

52,586

59,848

△ 7,262

△ 1,201 △ 4,811

手
当
の
内
訳

期末
手当

勤勉
手当

5,535 4,333

6,731 5,009

△ 1,196 △ 676

区 分
職員数（人） 給与費

法定福利費 合計

前　年　度 358 2,451

比 較 △ 358 △ 2,451

期末
手当

勤勉
手当

186

△ 186

普通昇給に伴う増加分 419

手　　当 △ 2,202

給与改定に伴う増減分 △ 259 勤末手当　△259千円
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(単位：円）

(単位：円）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

６級 1 14.3 ５級 1 14.3 ４級 1 14.3

３級 2 28.6 ２級 1 14.3 １級 1 14.2

計 7 100.0

６級 1 14.3 ５級 1 14.3 ４級 2 28.6

３級 2 28.6 ２級 - - １級 1 14.2

計 7 100.0

（級別の基準となる職務）

６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

主　　事

技　　師
企　業　職　(1)

課　　長

主　　幹

室 長

担当主査
主　　査

主　　任

主任技師

主　　事

技　　師

（３）級別職員数

区 分
企 業 職 (1)

令和4年1月1日現在

令和3年1月1日現在

区 分

高    校    卒 152,300 147,700 152,300 147,700

大    学    卒 185,100 168,300 185,100 168,300

区 分 企業職(1) 企業職(2)
一般会計の制度

行　政　職 技能労務職

355,138 -

　　平 均 年 齢（歳） 44.1 -

（２）初　任　給

342,112 -

　　平 均 年 齢（歳） 40.9 -

令和3年1月1日現在

　　平均給料月額 327,629 -

　　平均給与月額

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区 分 　企業職(1) （事務・技師） 　企業職(2)  （技 労 員）

令和4年1月1日現在

　　平均給料月額 308,143 -

　　平均給与月額
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（４）昇給

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当、勤勉手当

（７）定年退職及び早期退職者制度に係る退職手当

（８）その他の手当

住　　居　　手　　当 同　　　　　じ

同　　　　　じ

35年勤続の者
　（月分）

最高限度
　（月分）

本　　年　　度

通　　勤　　手　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職者に
2％～45%加算

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職者に
2％～45%加算

そ の 他 の
加算措置等

一般会計の制度 2.125 2.125 4.25 有

備　　　考区　　分
20年勤続の者
　（月分）

25年勤続の者
　（月分）

前　　年　　度 2.175 2.175 4.35 有

2.125 2.125 4.25 有

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　危険手当

区　　　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）
職制上の段階、職務の等
級 に よ る 加 算 措 置

備 考
6月（月分） 12月（月分）

５号給以上　(人) - - -

　 比　  　　率　（B） /　（A）　　　 (％) 100.0 100.0 0.0

３号給以下　(人) 2 2 -

４号給　　　(人) 5 5 -

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　員　　　　　　数(A)　(人) 7 7 -

昇  給  に  係  る  職  員  数(B)　(人) 7 7 -

   号級数別内訳

５号給以上　(人) - - -

　 比　  　　率　（B） /　（A）　　　 (％) 100.0 100.0 0.0

３号給以下　(人) 2 2 -

４号給　　　(人) 5 5 -

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　　　員　　　　　　数(A)　(人) 7 7 -

昇  給  に  係  る  職  員  数(B)　(人) 7 7 -

   号級数別内訳

区 分 合 計
職 種

企業職（１） 企業職（２）
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（消費税抜　単位：円）

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 308,646,538

(イ) 建 物 1,496,482,889

減 価 償 却 累 計 額 △ 863,140,419 633,342,470

(ウ) 構 築 物 17,740,781,868

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,180,344,198 8,560,437,670

(エ) 機 械 及 び 装 置 1,816,915,302

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,398,767,339 418,147,963

(オ) 車 両 運 搬 具 11,919,312

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,809,455 3,109,857

(カ) 工具、器具及び備品 14,546,052

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,801,132 1,744,920

(キ) 建 設 仮 勘 定 31,157,000

有形固定資産合計 9,956,586,418

固 定 資 産 合 計 9,956,586,418

２．

(１) 現 金 預 金 833,808,264

(２) 未 収 金 43,537,599

貸 倒 引 当 金 0 43,537,599

(３) 貯 蔵 品 7,134,777

流 動 資 産 合 計 884,480,640

資 産 合 計 10,841,067,058

固 定 資 産

流 動 資 産

令和４年度　新庄市水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日）

資　　産　　の　　部
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３ .

(１) 企 業 債

　 ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 393,072,419

企 業 債 合 計 393,072,419

(２) 引 当 金 0

固 定 負 債 合 計 393,072,419

４ .

(１) 企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 181,261,440

企 業 債 合 計 181,261,440

(２) 未 払 金 0

(３) 引 当 金

賞 与 引 当 金 4,059,000

引 当 金 合 計 4,059,000

(４) 預 り 金 0

流 動 負 債 合 計 185,320,440

５ .

(１) 長 期 前 受 金 6,673,996,064

(２) 長 期 前 受 金 収 益 化

累 計 額 △ 3,684,400,099

繰 延 収 益 合 計 2,989,595,965

負 債 合 計 3,567,988,824

６ .

(１) 自 己 資 本 金

(ア)固 有 資 本 金 88,968,782

(イ)繰 入 資 本 金 3,697,138,708

(ウ)組 入 資 本 金 2,938,798,769

自 己 資 本 金 合 計 6,724,906,259

資 本 金 合 計 6,724,906,259

７ .

(１) 資 本 剰 余 金

(ア)国 県 補 助 金 4,347,651

(イ)受 贈 財 産 評 価 額 500,292

資 本 剰 余 金 合 計 4,847,943

(２) 利 益 剰 余 金

(ア)減 債 積 立 金 134,776,719

(イ)建 設 改 良 積 立 金 190,171,826

(ウ)当年度未処分利益剰余金 218,375,487

利 益 剰 余 金 合 計 543,324,032

剰 余 金 合 計 548,171,975

資 本 合 計 7,273,078,234

負 債 資 本 合 計 10,841,067,058

資 本 金

剰 余 金

負　　債　　の　　部

資　　本　　の　　部

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益
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（消費税抜　単位：円）

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 308,646,538

(イ) 建 物 1,491,986,558

減 価 償 却 累 計 額 △ 894,637,143 597,349,415

(ウ) 構 築 物 17,426,553,925

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,921,316,730 8,505,237,195

(エ) 機 械 及 び 装 置 1,820,444,244

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,351,230,856 469,213,388

(オ) 車 両 運 搬 具 11,919,312

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,332,846 3,586,466

(カ) 工具、器具及び備品 14,546,052

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,613,343 1,932,709

(キ) 建 設 仮 勘 定 40,325,065

有形固定資産合計 9,926,290,776

固 定 資 産 合 計 9,926,290,776

２．

(１) 現 金 預 金 1,100,739,908

(２) 未 収 金 43,977,373

貸 倒 引 当 金 0 43,977,373

(３) 貯 蔵 品 6,771,240

流 動 資 産 合 計 1,151,488,521

資 産 合 計 11,077,779,297

令和３年度　新庄市水道事業予定貸借対照表

(令和４年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

流 動 資 産
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３ .

(１) 企 業 債

　 ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 574,333,859

企 業 債 合 計 574,333,859

(２) 引 当 金 0

固 定 負 債 合 計 574,333,859

４ .

(１) 企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 234,015,693

企 業 債 合 計 234,015,693

(２) 未 払 金 9,870,800

(３) 引 当 金

賞 与 引 当 金 4,488,000

引 当 金 合 計 4,488,000

(４) 預 り 金 0

流 動 負 債 合 計 248,374,493

５ .

(１) 長 期 前 受 金 6,627,127,738

(２) 長 期 前 受 金 収 益 化

累 計 額 △ 3,601,369,035

繰 延 収 益 合 計 3,025,758,703

負 債 合 計 3,848,467,055

６ .

(１) 自 己 資 本 金

(ア)固 有 資 本 金 88,968,782

(イ)繰 入 資 本 金 3,666,360,708

(ウ)組 入 資 本 金 2,938,798,769

自 己 資 本 金 合 計 6,694,128,259

資 本 金 合 計 6,694,128,259

７ .

(１) 資 本 剰 余 金

(ア)国 県 補 助 金 4,347,651

(イ)受 贈 財 産 評 価 額 500,292

資 本 剰 余 金 合 計 4,847,943

(２) 利 益 剰 余 金

(ア)減 債 積 立 金 134,776,719

(イ)建 設 改 良 積 立 金 172,171,826

(ウ)当年度未処分利益剰余金 223,387,495

利 益 剰 余 金 合 計 530,336,040

剰 余 金 合 計 535,183,983

資 本 合 計 7,229,312,242

負 債 資 本 合 計 11,077,779,297

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

資　　本　　の　　部

資 本 金

剰 余 金
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（消費税抜　単位：千円）

1.

(1) 給 水 収 益 834,500

(2) 受 託 工 事 収 益 0

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 19,643 854,143

2.

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 358,852

(2) 配 水 及 び 給 水 費 57,486

(3) 受 託 工 事 費 0

(4) 業 務 及 び 総 係 費 90,971

(5) 減 価 償 却 費 426,249

(6) 資 産 減 耗 費 31,575 965,133

営 業 利 益 △ 110,990

3.

(1) 受 取 利 息 14

(2) 他 会 計 補 助 金 5,194

(3) 他 会 計 負 担 金 6,905

(4) 雑 収 益 264

(5) 加 入 金 8,150

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 139,856 160,383

4.

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 29,817

(2) 雑 支 出 0 29,817 130,566

経 常 利 益 19,576

5.

(1) 固 定 資 産 売 却 収 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

6.

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 臨 時 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 1,164 1,164 △ 1,164

当 年 度 純 利 益 18,412

前年度繰越利益剰余金 204,975

当年度未処分利益剰余金 223,387

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

令和３年度　新庄市水道事業予定損益計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益
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注記 
 Ⅰ．重要な会計方針 
  １ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
     先入先出法による原価法 
  ２ 固定資産の減価償却の方法 
     有形固定資産 
     ・減価償却の方法    定額法による。 
     ・主な耐用年数 
      建物         ８～６５年 
      構築物        ７～６０年 
      機械及び装置     ５～２０年 
      車両運搬具       ４～６年 

器具及び備品     ３～１５年 
  ３ 引当金の計上方法 
  （１）退職給付引当金 
     職員の退職手当に係る負担金は、山形県市町村職員退職手当組合規約第１７条に規定する負担金を

除き、新庄市の一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上してい

ない。 
  （２）賞与引当金 
     職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法による。 
 

 Ⅱ．予定キャッシュフロー計算書関連 
    間接法により作成している。 

 
 Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記 
  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 
     貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は、１０２，２１６，７４１円である。 
     
 Ⅳ．その他の注記 

１ 引当金の取崩し 
（１）賞与引当金 

     当年度において賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，４８８，０００円 
     を取り崩す予定である。 

－19－





新庄市下水道事業会計予算書





議案第１６号 

令和４年度 新庄市下水道事業会計予算 

（総 則） 

第１条 令和４年度新庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１ 公共下水道事業 

(1) 接続戸数 ８，０１３件 

(2) 年間総排水量    ２，３４２，７８５㎥ 

(3) 一日平均排水量 ６，４１９㎥ 

(4) 主要な事業

建設改良事業費   ２７２，０４０千円 

２ 農業集落排水事業 

(1) 接続戸数   ４８５件 

(2) 年間総排水量   ２９１，７１８㎥ 

(3) 一日平均排水量   ７９９㎥ 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

１ 公共下水道事業 

収  入     （単位：千円） 

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 ８９３，３７８ 

第 １ 項   営 業 収 益           ３７０，２１０ 

第 ２ 項   営 業 外 収 益           ５２３，１６８ 

２ 農業集落排水事業 

収  入     （単位：千円） 

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 ８５，１２９ 

第 １ 項   営 業 収 益           １９，６０４ 

  第 ２ 項   営 業 外 収 益           ６５，５２５ 
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１ 公共下水道事業 

支  出  （単位：千円） 

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用 ８７３，８１７ 

第 １ 項   営 業 費 用           ７９２，７１３ 

  第 ２ 項   営 業 外 費 用           ７８，１８６ 

  第 ３ 項 特 別 損 失 ２，９１８ 

２ 農業集落排水事業 

支  出  （単位：千円） 

第 １ 款 下 水 道 事 業 費 用 ８６，５５９ 

第 １ 項   営 業 費 用           ８１，４５２ 

  第 ２ 項   営 業 外 費 用           ５，０８２ 

  第 ３ 項 特 別 損 失 ２５ 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額２７３，５１８千円は、当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額２３，５７６千円、当年度損益勘定留保資金２４９，９４２千円で補填

するものとする。）。 

１ 公共下水道事業 

収  入   （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 収 入        ５８７，４４９ 

  第 １ 項   企 業 債 ２７６，１００ 

  第 ２ 項   補 助 金    １１５，０００ 

第 ３ 項   出 資 金 １９２，１７３ 

第 ４ 項   負 担 金 ４，１７６ 

２ 農業集落排水事業 

収  入   （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 収 入        ２５，４１９ 

  第 １ 項   補 助 金    １ 

第 ２ 項   出 資 金 ２５，４１７ 

第 ３ 項   負 担 金 １ 
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１ 公共下水道事業 

支  出  （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 支 出        ８４９，０５９ 

  第 １ 項   建 設 改 良 費           ２７２，０４０ 

  第 ２ 項   企 業 債 償 還 金           ５７７，０１８ 

  第 ３ 項   国 庫 補 助 金 返 還 金 １ 

２ 農業集落排水事業 

支  出  （単位：千円） 

第 １ 款 資 本 的 支 出        ３７，３２７ 

  第 １ 項   建 設 改 良 費           １ 

  第 ２ 項   企 業 債 償 還 金           ３７，３２６ 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

水洗便所改造等資金利子補給

(令和４年度) 
令和５年度から令和９年度まで 

融資総額3,000千円の融資

残高に対し、年1.20％以内

の割合で計算した額 

(企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

(単位：千円) 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道事業 ２７６，１００ 

普通貸借又は

証書借入によ

る。 

借入先と

の協定に

よる。 

借入先の貸付条件による。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限

を短縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えするこ

とができる。 

(一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 営業費用と営業外費用との間
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1)  職員給与費         ６４，４２９千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２９２，４８

７千円である。 
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公共下水道事業

金　額

1.下水道事業収益 893,378

1. 営 業 収 益 370,210

1. 下 水 道 使 用 料 362,623 1. 下水道使用料 362,623

2. その他営業収益 7,587 3. 手 数 料 1 督促手数料

4. 雑 収 益 7,586
最上圏域下水道共同管
理協議会施設使用料外

2. 営業外収益 523,168

1. 他 会 計 補 助 金 253,254 1. 他会計補助金 253,254

2. 長期前受金戻入 269,114 1. 国 県 補 助 金 186,771

3.
受 贈 財 産
評 価 額

10,922

5. 他会計補助金 57,404

6. 受益者負担金 10,102

7. 受益者分担金 1,774

8.
そ の 他
長 期 前 受 金

2,141

3. 雑 収 益 800 3. その他雑収益 800
一般県道曲川新庄線道路改
良工事にかかる人孔嵩上補
償費外

令和４年度　新庄市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収 入 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

1.下水道事業費用 873,817

1. 営 業 費 用 792,713

1. 管 渠 費 48,101 1. 給 料 9,614 職員２名分

2. 手 当 2,766 職員２名分

5. 法 定 福 利 費 4,343
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

9. 被 服 費 69

10. 備 消 品 費 32

12. 光 熱 水 費 225

14. 通 信 運 搬 費 547

16. 委 託 料 15,868
マンホールポンプ清掃
点検業務委託料外

17. 手 数 料 19

18. 賃 借 料 83 管渠埋設用地借上料

19. 修 繕 費 10,855 公共汚水桝設置修繕外

22. 動 力 費 1,650

24. 材 料 費 393

30. 保 険 料 113
下水道賠償責任保険料
外

32. 公 課 費 33 自動車重量税

39.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,491 職員２名分

2. 雨 水 管 渠 費 349 16. 委 託 料 187
下水路維持管理業務委
託料

18. 賃 借 料 4

19. 修 繕 費 150

30. 保 険 料 8
都市下水路賠償責任保
険料

支 出 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

3. 処 理 場 費 188,533 1. 給 料 4,926 職員１名分

2. 手 当 2,020 職員１名分

4. 報 酬 2,232
会計年度任用職員
１名分

5. 法 定 福 利 費 2,729
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

6. 旅 費 63

10. 備 消 品 費 593

11. 燃 料 費 423

12. 光 熱 水 費 364

14. 通 信 運 搬 費 48

16. 委 託 料 44,352 汚泥処理業務委託料外

17. 手 数 料 132 汚泥分析手数料外

19. 修 繕 費 15,390 水処理棟装置修繕外

22. 動 力 費 28,644

23. 薬 品 費 6,517 高分子凝集剤外

24. 材 料 費 17

30. 保 険 料 148
下水道賠償責任保険料
外

31.
負 担 金 及 び
分 担 金

79,116
最上圏域下水道共同管
理協議会負担金

32. 公 課 費 9 自動車重量税

39.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

810 職員１名分

4. 普 及 費 3,074 4. 報 酬 2,232
会計年度任用職員
１名分

5. 法 定 福 利 費 363
会計年度任用職員社会
保険料

9. 被 服 費 13

10. 備 消 品 費 79

16. 委 託 料 323
区分地上権設定嘱託登
記業務委託料外

（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

17. 手 数 料 6
区分地上権設定嘱託登
記印鑑証明手数料

31.
負 担 金 及 び
分 担 金

58
水洗便所改造等資金融
資斡旋利子補給補助金

5. 業務及び総係費 45,507 1. 給 料 9,554 職員２名分

2. 手 当 2,921 職員２名分

4. 報 酬 90
上下水道事業運営審議
会委員報酬

5. 法 定 福 利 費 4,436
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

6. 旅 費 70

10. 備 消 品 費 565

11. 燃 料 費 198

14. 通 信 運 搬 費 127

16. 委 託 料 1,302

26. 研 修 費 90

28. 厚 生 費 6

29. 会 費 負 担 金 105
日本下水道協会負担金
外

31.
負 担 金 及 び
分 担 金

21,067
下水道使用料徴収等事
務負担金外

39.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,503 職員２名分

40.
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

3,473

6. 減 価 償 却 費 507,149 51.
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

507,149

2. 営業外費用 78,186

1.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

68,186 57. 企 業 債 利 息 67,186 企業債利子償還

59. 一時借入金利息 1,000
水道事業より一時借入
金利息

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,000 63.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,000

3. 特 別 損 失 2,918

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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金　額

1. 過年度損益修正損 2,918 67.
過 年 度 損 益
修 正 損

2,918 不納欠損金外

（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

1.資本的収入 587,449

1. 企 業 債 276,100

1. 企 業 債 276,100 1. 下水道事業債 276,100

2. 補 助 金 115,000

1. 国 庫 補 助 金 115,000 1. 国 庫 補 助 金 115,000
社会資本整備総合交付
金

3. 出 資 金 192,173

1. 他 会 計 出 資 金 192,173 1. 他会計出資金 192,173

4. 負 担 金 4,176

1.
負 担 金
分 担 金

4,176 1. 受益者負担金 833

2. 分 担 金 3,343

資本的収入及び支出

　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　入　　　　　   　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分

公共下水道事業債
132,000
資本費平準化債
114,500
公共下水道事業債(特別
措置分) 29,600
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金　額

1.資本的支出 849,059

1. 建設改良費 272,040

1.
管渠建設改良費
( 汚 水 補 助 )

120,825 10. 備 消 品 費 825

16. 委 託 料 20,000
汚水管渠布設工事実施
設計業務委託料

20. 工 事 請 負 費 95,800
荒小屋地区汚水管渠布
設工事外

25. 補 償 費 4,200
荒小屋地区水道管移転
補償費外

2.
管渠建設改良費
( 雨 水 補 助 )

110,555 10. 備 消 品 費 555

16. 委 託 料 1,000
建設資材価格特別調査
業務委託料

20. 工 事 請 負 費 108,500

25. 補 償 費 500

3.
管渠建設改良費
( 単 独 )

40,660 1. 給 料 3,980 職員１名分

2. 手 当 1,661 職員１名分

5. 法 定 福 利 費 1,847
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

16. 委 託 料 2,750
下水道事業受益者負担金シ
ステム改修業務委託料

18. 賃 借 料 812 積算システム賃借料外

20. 工 事 請 負 費 29,005
本宮地区汚水管渠布設
工事外

39.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

605 職員１名分

2. 企業債償還金 577,018

1. 企 業 債 償 還 金 577,018 76. 企業債償還金 577,018 企業債元金償還

3.
国 庫 補 助 金
返 還 金

1

1. 国庫補助金返還金 1 79.
国庫補助金返
還 金

1

予定額
節

節の明細
区 分

支 出　　 （単位：千円）

款・項 目
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農業集落排水事業

金　額

1.下水道事業収益 85,129

1. 営 業 収 益 19,604

1. 農 集 排 使 用 料 19,600 1. 農集排使用料 19,600

2. その他営業収益 4 3. 手 数 料 1 督促手数料

4. 雑 収 益 3

2. 営業外収益 65,525

1. 他 会 計 補 助 金 39,233 1. 他会計補助金 39,233

2. 長期前受金戻入 26,292 1. 国 県 補 助 金 21,025

5. 他会計補助金 3,061

7. 受益者分担金 2,206

金　額

1.下水道事業費用 86,559

1. 営 業 費 用 81,452

1. 管 渠 費 2,286 19. 修 繕 費 2,234 公共汚水桝設置修繕外

24. 材 料 費 32

30. 保 険 料 20 下水道賠償責任保険料

2. 処 理 場 費 31,859 8. 報 償 費 50 地元管理組合謝金

9. 被 服 費 35

10. 備 消 品 費 30

12. 光 熱 水 費 603

支 出 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分

令和４年度　新庄市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収 入 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

14. 通 信 運 搬 費 448

16. 委 託 料 13,718 施設管理業務委託料外

17. 手 数 料 85 浄化槽法定点検検査料

18. 賃 借 料 488 除排雪車借上料

19. 修 繕 費 6,386
農業集落排水施設設備
修繕費

22. 動 力 費 9,306

23. 薬 品 費 685 凝集剤外

30. 保 険 料 25
下水道賠償責任保険料
外

3. 業務及び総係費 6,068 1. 給 料 2,212 職員１名分

2. 手 当 842 職員１名分

5. 法 定 福 利 費 1,035
共済組合負担金
退職手当組合負担金外

8. 報 酬 費 175

16. 委 託 料 145
公営企業会計システム
保守業務委託料

28. 厚 生 費 1

31.
負 担 金 及 び
分 担 金

1,251
下水道使用料徴収等事
務負担金外

39.
賞 与 引 当 金
繰 入 額

307 職員１名分

40.
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

100

4. 減 価 償 却 費 41,239 51.
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

41,239

2. 営業外費用 5,082

1.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

4,582 57. 企 業 債 利 息 4,457 企業債利子償還

59. 一時借入金利息 125
水道事業より一時借入
金利息

2.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

500 63.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

500

3. 特 別 損 失 25

1. 過年度損益修正損 25 67.
過 年 度 損 益
修 正 損

25 不納欠損金

支 出 （単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区 分
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金　額

1.資本的収入 25,419

1. 補 助 金 1

1. 国 庫 補 助 金 1 1. 国 庫 補 助 金 1

2. 出 資 金 25,417

1. 他 会 計 出 資 金 25,417 1. 他会計出資金 25,417

3. 負 担 金 1

1.
負 担 金
分 担 金

1 2. 分 担 金 1

金　額

1.資本的支出 37,327

1. 建設改良費 1

1.
処理場建設改良費
（ 補 助 ）

1 16. 委 託 料 1

2. 企業債償還金 37,326

1. 企 業 債 償 還 金 37,326 76. 企業債償還金 37,326 企業債元金償還

資本的収入及び支出
　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　入　　　　　   　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　出　　      　　　　（単位：千円）

款・項 目 予定額
節

節の明細
区　　　分
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公共下水道事業
（消費税抜　単位：千円）

当年度純利益
減価償却費
固定資産除却
臨時損失 0
賞与引当金の増減額（△は減少）
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
受取利息
支払利息
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
たな卸資産の増減額（△は増加）
預り金の増減額（△は減少）
前払金の増減額（△は増加） 0
小計
利息の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

受益者負担金による収入 833

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 276,100
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
資本金の増減 192,173
その他の企業債による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 108,745

資金期末残高 104,568

資金増加額（又は減少額） 8,738
資金期首残高 95,830

その他の企業債の償還による支出 0

3,343受益者分担金による収入
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 129,287

 　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 577,018

国庫補助金による収入 115,000
工事負担金による収入 0

有形固定資産の取得による支出 △ 248,463
   ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

67,186
1,461

△ 2,700
0
0

313,956
0

△ 67,186
246,770

0

△ 17
0

△ 269,114
0

 令和４年度新庄市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

　 １　業務活動によるキャッシュ・フロー
9,991

507,149
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農業集落排水事業
（消費税抜　単位：千円）

当年度純利益
減価償却費
固定資産除却
臨時損失
賞与引当金の増減額（△は減少）
貸倒引当金の増減額（△は減少）
長期前受金戻入額
受取利息
支払利息
未収金の増減額（△は増加）
未払金の増減額（△は減少）
たな卸資産の増減額（△は増加）
預り金の増減額（△は増加）
前払金の増減額（△は増加）
小計
利息の受取額
利息の支払額
業務活動によるキャッシュ・フロー

受益者負担金による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
資本金の増減
その他の企業債による収入

　 １　業務活動によるキャッシュ・フロー
499

41,239
0
0

0
25,417

0

 令和４年度新庄市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 101
0

△ 26,292
0

4,582

有形固定資産の取得による支出 0

△ 267
△ 67

0
0

19,593
0

0

△ 4,582
15,011

   ２　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 37,326

国庫補助金による収入 0
工事負担金による収入 0

受益者分担金による収入 0
0

投資活動によるキャッシュ・フロー 0

 　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高 8,076
資金期末残高 11,178

その他の企業債の償還による支出 0
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 11,909

資金増加額（又は減少額） 3,102
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１．総　　括 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

7(2) 4,012 30,286 14,613 48,911

7(2) 3,896 30,498 14,472 48,866

116 △ 212 141 45

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度 354 336 360 250 473 457 175

前年度 276 420 250 419 443 180

比　較 78 336 △ 60 54 14 △ 5

ア．会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

7 30,286 14,161 44,447

7 30,498 14,082 44,580

△ 212 79 △ 133

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度 354 336 360 250 473 457 175

前年度 276 420 250 419 443 180

比　較 78 336 △ 60 54 14 △ 5

イ．会計年度任用職員 (単位：千円）

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

2 4,012 452 4,464

2 3,896 390 4,286

116 62 178

区　分
扶 養
手 当

住 居
手 当

通 勤
手 当

特殊勤務
手 当

管 理 職
手 当

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

寒 冷 地
手 当

児 童
手 当

本年度

前年度

比　較

２．給料及び職員手当の増減額の明細
増減額
(千円)

本年度 　昇給期
　１月

　本年度
　前年度
　増減

※括弧書きは勤務時間が常勤職員よりも短い会計年度任用職員の数を外書きしたものである。

62

比 較 43 221

手
当
の
内
訳

期末
手当

勤勉
手当

452

390

合計

本　年　度 726 5,190

前　年　度 683 4,969

△ 4

区 分
職員数（人） 給与費

法定福利費

前　年　度

比 較

59,239

前　年　度

△ 164 △ 297

手
当
の
内
訳

期末
手当

勤勉
手当

6,597 5,159

6,931 5,163

△ 334

期末
手当

勤勉
手当

法定福利費 合計

5,1637,321

14,956 59,536

給　与　費　明　細　書

職員数（人） 給与費

説明

法定福利費

△ 121

合計

64,429

64,505

△ 76

手
当
の
内
訳

区　分 増減事由別内訳（千円)

区 分
職員数（人） 給与費

比 較

備 考

区 分

本　年　度

その他の増減分 △ 421 会計間の異動等による

職員数の異動状況

給　　料 △ 212

給与改定に伴う増減分

0.54%
平均昇給間差額

平均昇給率
昇給期別職員数

1,943円 職員数
7人

制度改正に伴う増減分

普通昇給に伴う増加分 209

15,518

15,639

5,1597,049

手　　当 141

給与改定に伴う増減分 期末手当　△279千円△ 279

△ 4△ 272

本　年　度 14,792

制度改正に伴う増減分

7人（2人）
7人（2人）

0

その他の増減分 420
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(単位：円）

(単位：円）

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

６級 1 14.3 ５級 4 57.1 ４級 - -

３級 1 14.3 ２級 - - １級 1 14.3

計 7 100.0

６級 1 14.3 ５級 3 42.9 ４級 1 14.2

３級 1 14.3 ２級 1 14.3 １級 - -

計 7 100.0

（級別の基準となる職務）

６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

３．給料及び職員手当の状況

（１）職員１人当たり給与

区 分 　企業職(1) （事務・技師） 　企業職(2)  （技 労 員）

令和4年1月1日現在

　　平均給料月額 360,029 -

　　平均給与月額 376,278 -

　　平 均 年 齢（歳） 50.6 -

令和3年1月1日現在

　　平均給料月額 362,429 -

　　平均給与月額 378,671 -

　　平 均 年 齢（歳） 48.7 -

（２）初　任　給

区 分 企業職(1) 企業職(2)
一般会計の制度

行　政　職 技能労務職

高    校    卒 152,300 147,700 152,300 147,700

大    学    卒 185,100 168,300 185,100 168,300

（３）級別職員数

区 分
企 業 職 (1)

令和4年1月1日現在

令和3年1月1日現在

区 分

企　業　職　(1)
課　　長

主　　幹

室 長

担当主査
主　　査

主　　任

主任技師

主　　事

技　　師

主　　事

技　　師
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（４）昇給

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当、勤勉手当

（７）定年退職及び早期退職者制度に係る退職手当

（８）その他の手当

区 分 合 計
職 種

企業職（１） 企業職（２）

本

年

度

職 員 数(A)　(人) 7 7 -

昇  給  に  係  る  職  員  数(B)　(人) 6 6 -

 号級数別内訳

３号給以下　(人) 3 3 -

４号給 (人) 3 3 -

５号給以上　(人) - - -

　 比　 　　率　（B） /　（A） (％) 85.7 85.7 0.0

前

年

度

職 員 数(A)　(人) 7 7 -

昇  給  に  係  る  職  員  数(B)　(人) 7 7 -

 号級数別内訳

100.0 0.0

３号給以下　(人) 2 2 -

４号給 (人) 5 5 -

職制上の段階、職務の等
級 に よ る 加 算 措 置

備 考
6月（月分） 12月（月分）

５号給以上　(人) - - -

　 比　 　　率　（B） /　（A） (％) 100.0

2.125 2.125 4.25 有

特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 　危険手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）

本　　年　　度

2.125 2.125 4.25 有

備 考区　　分
20年勤続の者
　（月分）

25年勤続の者
　（月分）

35年勤続の者
　（月分）

最高限度
　（月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職者に
2％～45%加算

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職者に
2％～45%加算

前　　年　　度 2.175 2.175 4.35 有

そ の 他 の
加算措置等

一般会計の制度

通　　勤　　手　　当 同 じ

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当 同 じ

同 じ
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(単位：千円)

限　度　額

前年度末までの支払義務
発 生 ( 見 込 ) 額

事　　項

期　間 金　額

当該年度以降の支払義務
発 生 予 定 額

期　間 金　額

水洗便所改造等
資金利子補給
(令和4年度)

融資総額3,000
千円の融資残高
に対し年1.20％
以内の割合で計
算した額

―

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

水洗便所改造等
資金利子補給
(平成30年度)

水洗便所改造等
資金利子補給
(平成31年度)

融資総額3,000
千円の融資残高
に対し年1.10％
以内の割合で計
算した額

融資総額3,000
千円の融資残高
に対し年1.20％
以内の割合で計
算した額

平成30年度
から
令和3年度
まで

平成31年度
から
令和3年度
まで

事業
収益

企業債 補助金

損益
勘定
留保
資金

左の財源内訳

44

10

72 72―

令和4年度
から
令和5年度
まで

令和4年度
から
令和6年度
まで

令和5年度
から
令和9年度
まで

41

52 10
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公 共 下 水 道 事 業

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 144,490,699

(イ) 建 物 1,137,453,583

減 価 償 却 累 計 額 △ 133,785,981 1,003,667,602

(ウ) 構 築 物 10,244,952,472

減 価 償 却 累 計 額 △ 979,385,234 9,265,567,238

(エ) 機 械 及 び 装 置 2,073,338,567

減 価 償 却 累 計 額 △ 508,329,349 1,565,009,218

(オ) 車 両 運 搬 具 332,650

減 価 償 却 累 計 額 0 332,650

(カ) 工具、器具及び備品 241,379

減 価 償 却 累 計 額 △ 196,039 45,340

(キ) リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(ク) 建 設 仮 勘 定 0

有形固定資産合計 11,979,112,747

固 定 資 産 合 計 11,979,112,747

２．

(１) 現 金 預 金 104,568,109

(２) 未 収 金 22,863,941

貸 倒 引 当 金 0 22,863,941

流 動 資 産 合 計 127,432,050

資 産 合 計 12,106,544,797

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

令和４年度　新庄市下水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日）

（消費税抜　単位：円）

流 動 資 産
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３．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 5,273,567,043

充てるための企業債

企 業 債 合 計 5,273,567,043

固 定 負 債 合 計 5,273,567,043

４．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 551,748,503

充てるための企業債

企 業 債 合 計 551,748,503

(２) 未 払 金 7,300,000

(３) 引 当 金

(ア) 賞 与 引 当 金 4,408,345

引 当 金 合 計 4,408,345

(４) そ の 他 流 動 負 債 716,851

流 動 負 債 合 計 564,173,699

５．

(１) 長 期 前 受 金 7,166,348,487

長 期 前 受 金 収 益 化 △ 854,899,570

累 計 額

繰 延 収 益 合 計 6,311,448,917

負 債 合 計 12,149,189,659

６．

(１) 固 有 資 本 金 0

(２) 出 資 金 474,055,000

資 本 金 合 計 474,055,000

７．

(１) 資 本 剰 余 金

(ア) 国 県 補 助 金 25,330,929

(イ) 受 贈 財 産 評 価 額 12,486,101

(ウ) 他 会 計 補 助 金 18,894,857

(エ) そ の 他 剰 余 金 8,755,991

資 本 剰 余 金 合 計 65,467,878

(２) 利 益 剰 余 金

(ア) 当年度未処理欠損金 582,167,740

利 益 剰 余 金 合 計 △ 582,167,740

剰 余 金 合 計 △ 516,699,862

資 本 合 計 △ 42,644,862

負 債 資 本 合 計 12,106,544,797

負　　債　　の　　部

資 本 金

固 定 負 債

剰 余 金

(ア)

流 動 負 債

(ア)

繰 延 収 益

資　　本　　の　　部

(２)

－42－



公 共 下 水 道 事 業

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 144,490,699

(イ) 建 物 1,137,453,583

減 価 償 却 累 計 額 △ 89,190,654 1,048,262,929

(ウ) 構 築 物 9,963,099,375

減 価 償 却 累 計 額 △ 648,859,957 9,314,239,418

(エ) 機 械 及 び 装 置 2,073,338,567

減 価 償 却 累 計 額 △ 376,320,447 1,697,018,120

(オ) 車 両 運 搬 具 332,650

減 価 償 却 累 計 額 0 332,650

(カ) 工具、器具及び備品 241,379

減 価 償 却 累 計 額 △ 177,380 63,999

(キ) リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(ク) 建 設 仮 勘 定 33,390,000

有形固定資産合計 12,237,797,815

固 定 資 産 合 計 12,237,797,815

２．

(１) 現 金 預 金 95,830,490

(２) 未 収 金 24,324,828

貸 倒 引 当 金 0 24,324,828

流 動 資 産 合 計 120,155,318

資 産 合 計 12,357,953,133

流 動 資 産

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

令和３年度　新庄市下水道事業予定貸借対照表

(令和４年３月３１日）

（消費税抜　単位：円）
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３．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 5,549,486,103

充てるための企業債

企 業 債 合 計 5,549,486,103

固 定 負 債 合 計 5,549,486,103

４．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 576,747,104

充てるための企業債

企 業 債 合 計 576,747,104

(２) 未 払 金 10,000,000

(３) 引 当 金

(ア) 賞 与 引 当 金 4,425,339

引 当 金 合 計 4,425,339

(４) そ の 他 流 動 負 債 716,851

流 動 負 債 合 計 591,889,294

５．

(１) 長 期 前 受 金 7,047,172,487

長 期 前 受 金 収 益 化 △ 585,785,570

累 計 額

繰 延 収 益 合 計 6,461,386,917

負 債 合 計 12,602,762,314

６．

(１) 固 有 資 本 金 0

(２) 出 資 金 281,882,000

資 本 金 合 計 281,882,000

７．

(１) 資 本 剰 余 金

(ア) 国 県 補 助 金 25,330,929

(イ) 受 贈 財 産 評 価 額 12,486,101

(ウ) 他 会 計 補 助 金 18,894,857

(エ) そ の 他 剰 余 金 8,755,991

資 本 剰 余 金 合 計 65,467,878

(２) 利 益 剰 余 金

(ア) 当年度未処理欠損金 592,159,059

利 益 剰 余 金 合 計 △ 592,159,059

剰 余 金 合 計 △ 526,691,181

資 本 合 計 △ 244,809,181

負 債 資 本 合 計 12,357,953,133

剰 余 金

(ア)

流 動 負 債

(ア)

繰 延 収 益

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部

資 本 金

固 定 負 債

(２)

－44－



農業集落排水事業

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 12,392,841

(イ) 建 物 256,764,911

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,291,282 229,473,629

(ウ) 構 築 物 930,123,987

減 価 償 却 累 計 額 △ 93,419,718 836,704,269

(エ) 機 械 及 び 装 置 40,358,815

減 価 償 却 累 計 額 △ 19,027,744 21,331,071

(オ) 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(カ) 工具、器具及び備品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(キ) リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(ク) 建 設 仮 勘 定 17,000,000

有形固定資産合計 1,116,901,810

固 定 資 産 合 計 1,116,901,810

２．

(１) 現 金 預 金 11,178,048

(２) 未 収 金 968,126

貸 倒 引 当 金 0 968,126

流 動 資 産 合 計 12,146,174

資 産 合 計 1,129,047,984

流 動 資 産

固 定 資 産

令和４年度　新庄市下水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日）

資　　産　　の　　部

（消費税抜　単位：円）
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３．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 150,501,742

充てるための企業債

企 業 債 合 計 150,501,742

固 定 負 債 合 計 150,501,742

４．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 36,940,190

充てるための企業債

企 業 債 合 計 36,940,190

(２) 未 払 金 132,900

(３) 引 当 金

(ア) 賞 与 引 当 金 306,534

引 当 金 合 計 306,534

流 動 負 債 合 計 37,379,624

５．

(１) 長 期 前 受 金 783,479,863

長 期 前 受 金 収 益 化 △ 88,089,769

累 計 額

繰 延 収 益 合 計 695,390,094

負 債 合 計 883,271,460

６．

(１) 自 己 資 本 金

(ア) 固 有 資 本 金 170,842,217

(イ) 繰 入 資 本 金 60,274,000

資 本 金 合 計 231,116,217

７．

(１) 資 本 剰 余 金

(ア) 国 県 補 助 金 8,719,101

(イ) 他 会 計 補 助 金 9,147

資 本 剰 余 金 合 計 8,728,248

(２) 利 益 剰 余 金

(ア) 当年度未処分利益剰余金 5,932,059

利 益 剰 余 金 合 計 5,932,059

剰 余 金 合 計 14,660,307

資 本 合 計 245,776,524

負 債 資 本 合 計 1,129,047,984

剰 余 金

(ア)

流 動 負 債

(ア)

繰 延 収 益

資　　本　　の　　部

(２)

負　　債　　の　　部

資 本 金

固 定 負 債
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農業集落排水事業

１．

(１) 有 形 固 定 資 産

(ア) 土 地 12,392,841

(イ) 建 物 256,764,911

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,194,188 238,570,723

(ウ) 構 築 物 930,123,987

減 価 償 却 累 計 額 △ 62,279,812 867,844,175

(エ) 機 械 及 び 装 置 40,358,815

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,026,298 22,332,517

(オ) 車 両 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(カ) 工具、器具及び備品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(キ) リ ー ス 資 産 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

(ク) 建 設 仮 勘 定 17,000,000

有形固定資産合計 1,158,140,256

固 定 資 産 合 計 1,158,140,256

２．

(１) 現 金 預 金 8,075,649

(２) 未 収 金 700,709

貸 倒 引 当 金 0 700,709

流 動 資 産 合 計 8,776,358

資 産 合 計 1,166,916,614

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

令和３年度　新庄市下水道事業予定貸借対照表

(令和４年３月３１日）

（消費税抜　単位：円）

流 動 資 産
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３．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 187,441,932

充てるための企業債

企 業 債 合 計 187,441,932

固 定 負 債 合 計 187,441,932

４．

(１) 企 業 債

建設改良費等の財源に 37,325,074

充てるための企業債

企 業 債 合 計 37,325,074

(２) 未 払 金 199,700

(３) 引 当 金

(ア) 賞 与 引 当 金 407,910

引 当 金 合 計 407,910

流 動 負 債 合 計 37,932,684

５．

(１) 長 期 前 受 金 783,479,863

長 期 前 受 金 収 益 化 △ 61,798,092

累 計 額

繰 延 収 益 合 計 721,681,771

負 債 合 計 947,056,387

６．

(１) 自 己 資 本 金

(ア) 固 有 資 本 金 170,842,217

(イ) 繰 入 資 本 金 34,857,000

資 本 金 合 計 205,699,217

７．

(１) 資 本 剰 余 金

(ア) 国 県 補 助 金 8,719,101

(イ) 他 会 計 補 助 金 9,147

資 本 剰 余 金 合 計 8,728,248

(２) 利 益 剰 余 金

(ア) 当年度未処分利益剰余金 5,432,762

利 益 剰 余 金 合 計 5,432,762

剰 余 金 合 計 14,161,010

資 本 合 計 219,860,227

負 債 資 本 合 計 1,166,916,614

負　　債　　の　　部

資 本 金

固 定 負 債

(２)

剰 余 金

(ア)

流 動 負 債

(ア)

繰 延 収 益

資　　本　　の　　部
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公共下水道事業 （消費税抜　単位：千円）

1.

(1) 下 水 道 使 用 料 344,000

(2) 受 託 工 事 収 益 0

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 7,475 351,475

2.

(1) 管 渠 費 40,102

(2) 雨 水 管 渠 費 143

(3) 処 理 場 費 169,900

(4) 普 及 費 2,530

(5) 業 務 及 び 総 係 費 39,325

(6) 受 託 工 事 費 0

(7) 減 価 償 却 費 554,882

(8) 資 産 減 耗 費 0

(9) そ の 他 営 業 費 用 0 806,882

営 業 利 益 △ 455,407

3.

(1) 受 取 利 息 0

(2) 他 会 計 補 助 金 274,076

(3) 他 会 計 負 担 金 0

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 291,978

(5) 雑 収 益 2,289 568,343

4.

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 76,198

(2) 雑 支 出 0

(3) 消費税及び地方消費税 0 76,198 492,145

経 常 利 益 36,738

5.

(1) 固 定 資 産 売 却 収 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 82

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 82

6.

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 臨 時 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 137

(4) そ の 他 特 別 損 失 0 137 △ 55

当 年 度 純 利 益 36,683

前 年 度 繰 越 欠 損 金 628,842

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 592,159

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

令和３年度　新庄市下水道事業予定損益計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益
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農業集落排水事業 （消費税抜　単位：千円）

1.

(1) 農 集 排 使 用 料 17,800

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 671 18,471

2.

(1) 管 渠 費 1,307

(2) 処 理 場 費 24,689

(3) 業 務 及 び 総 係 費 5,493

(4) 減 価 償 却 費 49,250 80,739

営 業 利 益 △ 62,268

3.

(1) 他 会 計 補 助 金 41,360

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 30,899 72,259

4.

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 5,282

(2) 消費税及び地方消費税 0

(3) 雑 支 出 55 5,337 66,922

経 常 利 益 4,654

5.

(1) 固 定 資 産 売 却 収 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

6.

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 臨 時 損 失 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 0

(4) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

当 年 度 純 利 益 4,654

前年度繰越利益剰余金 779

当年度未処分利益剰余金 5,433

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

令和３年度　新庄市下水道事業予定損益計算書
(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

  １ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法   定額法による。

・主な耐用年数

建物   ８～５０年

構築物  ５０年

機械及び装置   １０～２０年

車両運搬具  ４～５年

器具及び備品  ３～１０年

  ２ 引当金の計上方法

  （１）退職給付引当金

  職員の退職手当に係る負担金は、山形県市町村職員退職手当組合規約第１７条に規定する負担金を

除き、新庄市の一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上してい

ない。

  （２）賞与引当金

  職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方法による。

Ⅱ．予定キャッシュフロー計算書関連

 間接法により作成している。

Ⅲ．予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

  貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は４，６６６，６２６，０００円である。

Ⅳ．セグメント情報

  １ 報告セグメントの概要

  下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事業で運営を決定し

ていることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

公共下水道事業 公共下水道事業区域における汚水の排除、汚水の処理

農業集落排水事業 農業集落排水事業区域における汚水の排除、汚水の処理
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２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（令和４年４月１日～令和５年３月３１日）

（単位：千円）

項  目 公共下水道事業 農業集落排水事業 合  計

営業収益 

営業費用 

370,210 

792,713 

19,604 

81,452 

389,814 

874,165 

営業損益 

経常損益 

△442,073

12,909

△61,848

524 

△503,921

13,433

セグメント資産 12,106,545 1,129,048 13,235,593 

セグメント負債 12,149,190 883,271 13,032,461 

その他の項目 

他会計補助金 

他会計出資金 

減価償却費 

特別損失 

253,254 

192,173 

507,149 

2,918 

39,233 

25,417 

41,239 

25 

292,487 

217,590 

548,388 

2,943 

V．その他の注記 
１ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金

  当年度において賞与及びそれに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金４，７１４，８７９円

を取り崩す予定である。
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